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The Japan Post Group operated as a one-company organization prior to the 
privatization of postal services, launched on October 1st, 2007. With 
privatization, the establishment of Japan Post Holdings, and a matrix system 
including Japan Post Network, Japan Post Service, Japan Post Bank, and 
Japan Post Insurance occurred via internal adjustment of the new companies. 
As a result, business reform became complex and it was difficult for the 
group’s development and management to keep up to speed. To increase the 
corporate value of Japan Post Group companies under these circumstances, 
the creation of management with a range of abilities is required. This paper 
examines the Japan Post Group's management structure and the postal 




日本郵政(株)は、2011 年 11 月 14 日に「日本郵政グループ 2012 年 3 月期中間
連結決算」を発表した1。同グループの 2012 年 3 月期中間連結決算では、経常収
益が前年同期比 4.9％減の 8 兆 3,627 億円となったものの、経常利益は前年同期
比 9.6％増（465 億円）の 5,318 億円と増益を確保している。ただ、今期の中間
決算は、2011 年 3 月 11 日に発生した東日本大震災直後の内容であり、通期ベー
スではさらに大震災の影響が表面化するものと思われる2。 
日本郵政グループの中間決算における連結ベースの内容についてみると、経常
収益が前年同期比 4,289 億円（4.9％）減の 8 兆 3,627 億円で、経常利益は同 465
億円（9.6％）増の 5,318 億円、中間純利益 2,307 億円となっている（表 1 参照）。
また、2012 年 3 月期の通期の連結業績見通しは、経常利益は 1 兆 600 億円（対










日本郵政 郵政事業会社 郵便局会社 ゆうちょ銀行 かんぽ生命保険
グループ
（連結） （単体） （単体） （単体） （単体） （単体）
経常収益 83,627 1,983 8,076 6,186 11,440 63,698
前年同期 ▲ 4,289 ▲ ６７ ▲ ６８ ▲ １５４ 339 ▲ 4,510
（２２/９）比 （▲ 4.9%） （▲ 3.3%） （▲ 0.8%） （▲ 2.4%） （＋ 3.0%） （▲ 6.6%）
経常利益 5,318 1,208 ▲ 627 296 3,172 2,299
前年同期 （注１） 465 ▲ 7 216 64 390 ▲ 295
（２２/９）比 （＋ 9.6%） （▲ 0.6%） （－） （＋ 27.8%） （＋ 14.0%） （▲ 11.4%）
中間純利益 2,307 1,292 ▲ 443 166 1,901 445
前年同期 655 9 150 91 241 ▲ 9











経常収益が 1,983 億円（対前年同期比 67 億円減）、経常利益は 1,208 億円（同 7




いるものの、経常収益は 8,076 億円（同 68 億円減）、経常損失は 627 億円（同




失敗によるものである。郵便の総取扱物数は、全体で 95 億 6,568 万通・個（同
3.3％減）で、このうち郵便物は 80 億 4,460 万通（同 5.5％減）、ゆうパックは 1
億 8,821 万個（同 29.8％増）、ゆうメールは 13 億 3,247 万個（同 7.4％増）となっ
ている（図 1 参照）。 
  郵便局(株)は、グループ各社と委託販売などの連携を強化して営業活動を進め
てきた結果、経常収益は 6,186 億円（同 154 億円減）、経常利益は 296 億円（64
億円増）、中間純利益は 166 億円（同 91 億円増）を確保している。郵便局(株)
は、各事業会社から委託を受けて郵便局でサービスを提供する、文字どおり顧客
サービスのフロントラインとしての役割を果たしている。 
(株)ゆうちょ銀行は、経常収益が 1 兆 1,440 億円（同 339 億円増）、経常利益
は 3,172 億円（同 390 億円増）、中間純利益は、1,901 億円（同 241 億円増）で
あり、今期においては増収・増益を確保している。なお、中間決算時におけるゆ




日本郵政 郵政事業会社 郵便局会社 ゆうちょ銀行 かんぽ生命保険グループ
（連結） （単体） （単体） （単体） （単体） （単体）
経常利益 10,600 1,220 ▲ 250 17 5,400 5,100
























命は、経常収益が 6 兆 3,698 億円（同 4,510 億円減）で、経常利益は 2,299 億円










































とを目標とした「郵便再生ビジョン」の策定を行っている。2012 年 3 月期中間
における郵便物数の減少幅は、対前年比マイナス 5.5％と、かつてないほど厳し
い状況下に追い込まれている。この要因としては、3 月 11 日に発生した東日本大
震災による DM 等の自粛などが考えられるものの、本質的には民間のメール便と
の熾烈な競争によって郵便物数が減少していることが考えられる。一方、宅配便
事業（ゆうパック）は、2010 年 7 月からペリカン便の部分も含むことになった























































































項目 日本郵政公社 郵政民営化 郵政改革案
主な根拠法令 日本郵政公社
郵便：郵便法 会社法、 郵便：郵便法 会社法、 郵便：郵便法
貯金：郵便貯金法、郵便為替法 日本郵政株式会社法 貯金：銀行法、郵政民営化法 日本郵政株式会社法 貯金：銀行法、郵政改革法
保険：簡易生命保険法 等 等 保険：保険業法、郵政民営化法 等 保険：保険事業法、郵政改革法 等
組織
経営形態 公社 株式会社














































































第 5 は、政府は、会社の議決権の 1／3 超を保有する。第 6 は、会社は、関連





























































 第 8 は、会社は、上場企業が公表する情報を勘案して総務省令で定める情報（非
上場の間）、届け出た業務の内容、郵便局の設置状況等を公表しなければならない。
そして、第 9 は、その他、会社の報告、監査等に係る事項を規定している。 
 以上のことから、同法案で規定されている新しい経営組織の日本郵政(株)につ







































































































局(株)で 4 名中 3 名、郵便事業(株)で 3 名中すべてを社外監査役としている。 













































                                                  
1 詳しくは、下記の日本郵政(株)の URL を参照されたい。
http://www.japanpost.jp/pressrelease/jpn/2011/20111114014275.html 




被害を被っている。6 月 20 日現在の被害状況は、死者 48 人・行方不明 13 人。物的被害として


















                                                                                                                           
社員が仕事へのモチベーションを高められ、安心して健康的に働ける会社にするためにも、現
行の分社化の枠組みを見直し、新しい組織形態へ再編すべきであると考えられる。 





























いになっている。詳しくは、郵政改革法案第 7 条及び 8 条を参照されたい。なお、同法案でも(株)
ゆうちょ銀行と(株)かんほ生命保険は、従来どおり各業法に基づく一般会社としている。 
14 日本郵政グループ（2011）『日本郵政グループ ディスクロージャー誌 2011』pp.78～79 参
照。 
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